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経営が先で人事が後，
その逆はないはずだが…

　前回は営業部門に誤ったモノサ
シがあてがわれ，職場が機能不全
に陥った事例を 3つご紹介した。
　 1つは，とあるサービス関連会
社で，ほとんど出張というものが
ないBtoC（個人顧客向けサービ
ス）部門と，本来であれば出張で
全国を飛び回らなければならない
BtoB（法人顧客向けサービス）
部門で同じ出張旅費規定を適用し
ているという事例だ。これなど人
事部門が介入し，すぐ解決しそう
な課題だが，社内ではBtoC部門
の力が強く，BtoB部門の営業職
は動けば動くほど個人の持ち出し
になるという苦汁をなめていた。
　 2つ目は，BtoBを生業として
業績を伸ばしてきた会社が新た
にBtoCに参入しようとしたが，
BtoCというものがよく理解でき
ず，スーツに身を固めたおじさん
部隊が，女性宅を訪問営業して化
粧品を売ろうとした事例である。
これなどもまずは全社でBtoC
ビジネスや化粧品の売り方を理解
する過程で，BtoB営業でならし
てきたベテランがどんな抵抗感
を抱くか，人事担当者は予測する
必要があっただろう。
　 3つ目は，新規顧客の開拓を使
命とした営業部隊と既存顧客の

深耕を使命とした営業部隊が同じ
KPI（Key Performance Indicator：
重要業績評価指標）で評価される
という新規顧客の部隊にはあまり
にも酷な事例だ。
　経営の構造改革，その範囲や程
度は企業により様々であるが，
BtoBからBtoCへ，またはその
逆への進出は，川上または川下の
経営統合，水平統合などと同様に
従来の経営構造を抜本的に変える
手建てではある。だが先に示した
3つの事例のように，新たなビジ
ネスが社内的な制約や原因により
飛躍できないことはよくある。
　では今後，ますますスピーディ
ーかつ抜本的に行われるべき経営
の構造改革を，人的側面から下支
えするため，人事担当者はどのよ
うな認識に立つべきだろうか。

人事制度ありきの議論が
突き当たる限界

　「経営と経理の連携は密だが，
経営と人事の連携は改善の余地が
大いにある」─とあるコンサル
ティングの現場でプロジェクトメ
ンバーが口にした言葉だが，筆者
も同様の認識であり，その原因の
1つが人事制度だと考えている。
　一部の日本企業では，経営環境
の著しい変化とは無関係に，相変
わらず旧態依然とした人事制度が

運用されている。言ってみれば，
日本という国に訪れた変化，ある
いは地域住民の嗜好とは無関係
に，50年前に建てられた公団住
宅が補修を重ねながら生きながら
えているようなものである。確か
に2000年前後から多くの企業で
成果主義が導入され，幾多の失敗
を繰り返しながら役割や成果の大
きさ以外に報酬を支払わないロジ
ックは着実に定着していった。そ
れでも，企業が採用する役割等級
のなかには，戦略的に人材を輩出
していくためのあるべきキャリア
パスや組織階層と連動していない
運用はまだ多い。変転する経営環
境に積極的に対応していくという
よりは，すでに出来上がっている
組織や人を自己保存するための要
塞のような人事制度に出くわすこ
とがある。
　制度を運用する人事部が，その
要塞に全く手を入れてこなかった
わけではない。総額人件費管理（図
表 1）や人件費構造改革─数と単
価の最適化─（図表 2）について
は，人事担当者の問題意識として
従前から取り扱われてきた。だが，
このような視座や問題意識では，
経営の構造改革を人的側面から下
支えすることはできない。なぜな
ら人件費の問題は経営の構造改革
の一部でしかないからだ。

【7】経営の構造改革を人的側面から下支えするには
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経営の構造改革と
人事の関係を俯瞰する方法

　では，損益分岐図表（図表 3）
で経営の構造改革と連動した人事
の変革を語れるだろうか？　損益
分岐図表には一部の知的財産を除
き，企業活動のすべてが表現され
ている。例えば正社員（固定費）
の仕事をパートやアルバイト（変
動費）に移管しても図表は形を変
える。顧客に対する人的サービス
を手厚くして差別化を図ろうとす
れば，より複雑な能力を保有した
人材を新たに雇用することで人件
費（固定費）が上がるか，もしく
は既存社員の残業代（変動費）が
増え，図表は変わるのである。他
にも新たに設備投資（固定費）す
れば，利益を出すために必要な売
上高も変わる。
　そのような観点で経営の構造改
革を俯瞰すれば，先に再掲した既
存のBtoB事業から新たにBtoC
の化粧品事業に乗り出した企業
も，BtoB事業とBtoC事業では

損益分岐図表の形も異なり，詳細
に至れば押さえるべき勘定科目，
金額の大きさが全く異なることに
気づくだろう。BtoBでやってき
た企業がBtoCの事業に参入した
際，その多くは「広告宣伝費」の
扱いに失敗する。BtoB企業の多
くはそもそも広告宣伝費に投資す
るという発想がないのだ。それに
BtoB事業で営業職の人件費に多
額の費用を投じているから，新た
に広告宣伝費にかけるカネもな
い。川上または川下の経営統合，
水平統合などでも同様にうまくい
かない事例を目の当たりにしてき

た。その原因は，当の統合する側
がされる側のビジネスや人事を十
分に把握できていなかったことに
ある。さらに，人事は既得権益，
雇用，生存と結びつくので簡単に
動かせない。こうして新規事業や
経営の構造改革はかけ声倒れに終
わり，とん挫する。
　経営の構造改革と人事の関係
は，総額人件費管理や人件費構造
改革の先にある“より俯瞰した視
野”の元にあるのだ。今後，経営
と人事をますます連携させていく
ためにはこのような視野も必要に
なってくると考える。
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図表 1　総額人件費管理

必要な取り組み

総額人件費

年金・退職金、福利厚生も含めた
トータルな取り組みが必要

多くの日本企業の取り組み

基本給 変動給

社員に対して現金で支給される部分に
対してのみの取り組みがほとんどであった

総額人件費 基本給 年金・
退職金変動給 福利

厚生＝ ＋＋＋

社員に対して発生するすべてのコストを報酬として捉える。

図表 2　人件費構造改革─数と単価の最適化─

数 単価 人件費× ＝

主に正社員
終身雇用
転職しない
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保有能力への対価
業績に連動しない
一律性が高い
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固定的かつ管理不可能

固定的
管理不可能

契約社員／アウトソーシング
非終身雇用
転職の増加

変動的かつ管理可能

年齢と人件費の切り離し
仕事への対価
業績連動の増加
多様性への対応

変動的かつ管理可能

変動的
管理可能

図表 3　損益分岐図表で人事の変革を語れるか？
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